
平成２０年度 第�次試験問題◯Ｄ

４．中小企業の診断及び助言に関する

実務の事例Ⅳ

１５：４０～１７：００

注 意 事 項

１．開始の合図があるまで、問題用紙・解答用紙に手を触れてはいけません。

２．開始の合図があったら、まず、解答用紙に、受験番号を記入すること。

受験番号の最初の�桁の数字（���）は、あらかじめ記入してあるので、�

桁めから記入すること。

受験番号以外の氏名や符号などは記入しないこと。

３．解答は、黒の鉛筆またはシャープペンシルで、問題ごとに指定された解答欄

にはっきりと記入すること。

４．解答用紙は、必ず提出すること。持ち帰ることはできません。

５．終了の合図と同時に筆記用具を置くこと。

６．試験開始後３０分間及び試験終了前�分間は退室できません。

◯Ｄ
◇Ｍ４（６２９―１６）



D社は資本金１，５００万円、従業員３５人の企業で、工業製品全般の塗装を行ってお

り、高い技術力により多くの取引先から工業製品の塗装を受注してきた。株式はほぼ

１００％社長一族が所有している。

D社の主力は粉体塗装（パウダーコーティング）であるが、その技術力が主要取引

先である Z社から高く評価され、Z社にとって欠くことができないサプライヤーとし

て安定的に受注を得ている。D社は定期的に設備の更新を行っており、主力設備を

�年前に更新したがこの主力設備は当時の最新機能を備えたものではなかった。最近

では、老朽化による故障が多発しているためメンテナンス費用が増加している。

また、熟練した従業員の高齢化が長年の経営上のリスクであった。しかしながら、

ここ数年で若手従業員への技術移転が進み、最新設備への更新が可能であれば、メン

テナンス費用の減少が見込まれ、平成２１年度以降は売上の増大も期待できる。その

主力設備の更新には８，０００万円を要する。D社にとって設備更新に要する資金が体力

に比べて過大であることが重要課題である。なお、工場面積の関係で、新主力設備を

導入した場合には、現主力設備は売却される。

このような経営環境下で、Z社からは事業継続を要請され、必要であれば出資を含

む資本面での支援をしてもよいとの申し出を受けている。D社は今日まで同業他社

に比べて従業員を手厚く処遇しており、従業員の技術力が競争上の優位性でもある。

仮に経営権が Z社に移動した場合、従業員の退職の引き金にもなりかねない。

平成２０年度の D社の予想財務諸表（現設備の稼働を前提とする）と、同業他社の予

想財務諸表は次のとおりである。

D社の社長は、これらの問題の解決策を求めて中小企業診断士に診断・助言を依

頼した。
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貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

D 社 同業他社 D 社 同業他社

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 ９８ １０３ 流 動 負 債 ９７ ７９

現 金 等 ３０ ４４ 支払手形・買掛金 ４０ ４１

受取手形・売掛金 ２５ ３４ 短 期 借 入 金 ４８ ３４

有 価 証 券 ５ ３ その他流動負債 ９ ４

棚 卸 資 産 ３２ １９ 固 定 負 債 １０８ ９０

その他流動資産 ６ ３ 長 期 借 入 金 ８７ ６８

固 定 資 産 １４６ １５３ その他固定負債 ２１ ２２

土 地 ５３ ４６ 負 債 合 計 ２０５ １６９

建物・機械装置 ８６ １０５ 純 資 産 の 部

その他有形固定資産 ３ １ 資 本 金 １５ ２５

投 資 有 価 証 券 ４ １ 利 益 準 備 金 ３ ６

別 途 積 立 金 １１ ３７

繰越利益剰余金 １０ １９

純 資 産 合 計 ３９ ８７

資 産 合 計 ２４４ ２５６ 負債・純資産合計 ２４４ ２５６

（単位：百万円）

D 社 同業他社

減価償却累計額 ２１０ １６６
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損 益 計 算 書

（単位：百万円）

D 社 同業他社

売 上 高 ５５０ ６００

売 上 原 価 ４２０ ４１２

売 上 総 利 益 １３０ １８８

販売費・一般管理費 １２５ １７５

営 業 利 益 ５ １３

営 業 外 収 益 ４ ６

営 業 外 費 用 １２ ９

経 常 利 益 －３ １０

特 別 利 益 ２ １

特 別 損 失 ２ ６

税引前当期純利益 －３ ５

法 人 税 等 ０ ２

当 期 純 利 益 －３ ３

（単位：人）

D 社 同業他社

従 業 員 数 ３５ ４０

製 造 原 価 報 告 書

（単位：百万円）

D 社 同業他社

材料費 １０４ １０５

労務費 １８５ １８１

経 費 １３１ １２６

（うち、電気水道費） （５８） （６６）

（うち、減価償却費） （１１） （２０）

（うち、修繕費） （４３） （２３）

（うち、その他） （１９） （１７）

当 期 製 造 費 用 ４２０ ４１２

期首仕掛品棚卸高

期末仕掛品棚卸高

０

０

０

０

当期製品製造原価 ４２０ ４１２
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第�問（配点３０点）

D社の平成２０年度の予想財務諸表を用いて経営分析を行い、D社の問題点のうち

重要と思われるものを�つ取り上げ、問題点�、�、�ごとに、それぞれ問題点の根

拠を最も的確に示す経営指標を�つだけあげて、その名称を�欄に示し、経営指標値

（小数点第�位を四捨五入すること）を�欄に示した上で、その問題点の内容について

�欄に６０字以内で説明せよ。

第�問（配点２５点）

D社がおかれた状況を仔細に分析するため、現在の主力設備で事業を継続した場

合の分析を以下の条件で行う。

・現主力設備は�年前の平成１５年度期首に３，５００万円で購入したものであり、耐

用年数１０年、残存価額を取得原価の１０％とする定額法による減価償却を行っ

ている。

・現主力設備は今後平成２４年度期末まで�年間の稼働が可能で、それがもたらす

年間売上高収入は毎期２６，０００万円と予想される。

・平成２０年度の現金支出を伴う操業費（ランニングコスト）は２２，０００万円である

が、今後は毎年１０％ずつ増加すると予想される。

・運転資金の増減はないものとする。

・�年後の現主力設備の処分価額は�円と予想される。

・すべてのキャッシュフローは各年度末に生じる。

なお、n＝�，r＝０．１の年金現価係数 �
���

� �
（�＋r）i は３．７９０８である。

（設問�）

現主力設備の平成２０年度以降の税引前営業キャッシュフローの現在価値を求めよ。

ただし、加重平均資本コストを１０％とし、四捨五入によって万円単位まで求めよ。

（設問�）

現主力設備をそのまま稼働させた場合の D社の経営状況を予想し、とるべき対策

を５０字以内で答えよ。
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第�問（配点２５点）

平成２０年度期首に現主力設備を売却して新主力設備を導入する。新主力設備の導

入には８，０００万円が必要であるが、それにより、平成２１年度以降の決算では税引前

純利益が黒字に転ずると予想される。なお、設備投資は期首に行われ、代金は期首に

支払われる。

設備投資資金の全額を負債（借入れ）によって調達すると仮定する。資金は年利率

�％で平成２０年度期首に調達され、年間利息は各年度末に支払われる。資金の返済

は半額を�年後の平成２２年度期末に、残りの半額を�年後の平成２５年度期末に行う

予定である。

法人税等の実効税率を４０％と仮定し、税の繰越控除は考えないものとして以下の

設問に答えよ。

（設問�）

新主力設備の平成２０年度の現金支出を伴う操業費（ランニングコスト）は２０，０００万

円と予想される。このとき、固定資産売却損を�欄に、平成２０年度の予想税引前純

利益を�欄に、それぞれ四捨五入によって万円単位まで求めよ。

なお、現主力設備の売却価額は１００万円である。売却は期首に行うが、代金の受け

取りは期末となる。新主力設備の耐用年数は１０年で、残存価額を�円として定額法

によって減価償却を行う。

（設問�）

平成２０年度期首における負債の節税効果の現在価値は最大いくらになるか。割引

率は�％として、四捨五入によって万円単位まで求めよ。なお、n＝�，r＝０．０８

の年金現価係数 �
���

� �
（�＋r）i は２．５７７１、n＝�，r＝０．０８の現価係数

�
（�＋r）n は

０．７９３８である。
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第�問（配点２０点）

D社のおかれた状況に照らし合わせて、設備更新に必要な資金調達に関する以下

の設問に答えよ。

（設問�）

資金調達を全額負債に依存した場合の問題点を６０字以内で述べよ。

（設問�）

社長一族が過半数を超える出資を受け入れつつも経営権を維持するには、どのよう

な方法があるか。４０字以内で答えよ。
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